
別記（林業・木材産業循環成長対策事業（特用林産振興施設等の整備））

１　事業計画書（事業成績書）

事業計画書（事業成績書）

（１）総括表
単位：円

国費分（A) 県費分（B)

事業費

附帯事業費

市町村附帯事務費

計

注：事業種目は、附表１－４より記載すること。

（２）附帯事業費
単位：円

県交付金 市町村費 その他

計

（３）附帯事務費
単位：円

県交付金 市町村費

計

負担区分
経費積算の基礎

備考区分 事業種目
総事業費

(A)+(B)+(C)+(D)
県交付金

交付金事業に
要する経費
(A)+(B)

負担区分

市町村費（C） その他（D）

区分 交付金事業に要する経費

区分 交付金事業に要する経費

負担区分
経費積算の基礎



別記（林業・木材産業循環成長対策事業（特用林産振興施設等の整備））

（４）事業費明細
単位：円

着手 完了

（予定） （予定）

国費
(A)

県費
(B)

年月日 年月日

注１

注２

注３

注4

事業種目

｢工種又は施設区分｣、｢事業量｣、｢総事業費｣の欄は、附表１－４及び２に定める工種又は施設区分及び呼称単位ごとに記載することとし、｢負担区
分｣及び｢受益戸数｣の欄は、事業実施主体ごとに計のみ記載すること。

区分
事業実
施

主体名

県交付金
その他
(D)

施行
箇所名

工種又
は施設
区分

構造、規
格又は
規模

受益
戸数

備考

工期

総事業費
(A)+(B)+(C)+(D)

交付金事業に
要する経費
(A)+(B)

負担区分

市町村費
　(C)

備考欄には、消費税仕入控除額が明らかな場合は減額する額（内税）を記載し、あわせて消費税仕入控除額集計表を添付すること。

事業量

｢構造、規格又は規模｣の欄は、建物の延べ面積、延長等について記載すること。

｢工期｣欄には、附表１－４及び２に定める｢工種又は施設区分｣の呼称単位ごとに記載する。



別記（林業・木材産業循環成長対策事業（特用林産振興施設等の整備））
２　収支予算書（収支精算書）

収支予算書（収支精算書）

（１）収　入
単位：円

（精算額） 国庫分 県費分

計

注：事業種目は附表１－４より記載すること。

（２）支　出
単位：円

事業種目 予算額 精算額 差引増減額

計

（３）事業完了年月日 ※収支精算書の場合のみ記載する。

事業種目
予算額

交付金
市町村費 その他

経費積算の基礎

収入区分

備考
差引
増減額

注：事業種目は附表１－４より記載すること。また、経費積算の基礎についても、附表２の工種又
は施設区分及び呼称単位を記載すること。



別記（林業・木材産業循環成長対策事業（特用林産振興施設等の整備））
３　遂行状況書（遂行状況報告書に添付する書類）

遂　　　行　　　状　　　況　　　書

着手年月
日

交 付 金

契 約 額 変更契約額 受領済額 請 求 額
う ち 国 費
対 応 額

円 円 ％ 円 円 円 円 円

注：事業種目は、附表１－４より記載すること。

　　　　　　　年　　　月　　　日　現在

市町村名：

出 来 高

歩 合 事 業 量 事 業 費
交 付
決 定 額

交 付 率

交 付 金 概 算 払 請 求 計 画

今 回 請 求 額
請 負
業 者 名

契 約
年 月 日

変 更 契 約
年 月 日

完 了 （ 予
定）年月日

入 札 差 額 調 書

入 札
差 金 額

差 金
対応方針

事業種目
事業実施
主体

工種又は
施設区分

当初・変更

事業量 事業費


